
 

主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（平成２５年９月２７日付け２０１３０９２０商局

第１号）４．（４）③イ括弧書きにおける停電点検の延伸に係る要件の明確化について 
 

平成２５年９月 
経済産業省商務流通保安グループ 

電力安全課 
 
 

 現在、電気事業法施行規則（平成７年１０月１８日通商産業省令第７７号）第５２条第２項の規

定により、一定規模の自家用電気工作物について一定の要件を満たす法人又は個人と保安の監督に

係る業務を委託する契約を締結している場合であって、保安上支障がないとものとして経済産業大

臣（又は所轄の産業保安監督部長）の承認を受けた場合には、電気主任技術者を選任しないことが

できる（外部委託承認制度）。その承認要件のひとつとして、年次点検に係る要件を次のとおり規定

している。 

 

主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（平成２５年９月２７日付け２０１３０９２０商局第１号） 
４．（４）③年次点検を、月次点検に係る➁の要件に加え、次のイ及びロに掲げる要件に従って行うこと。 
 イ １年に１回以上行う。（ただし、信頼性が高く、かつ、下記③ロの各号と同等と認められる点検が１年

に１回以上行われている機器については、停電により設備を停止状態にして行う点検を３年に１回以上と

することができる。） 
 ロ 次の（イ）から（ホ）までに掲げる項目の確認その他必要に応じた測定・試験を行う。 

（イ）低圧電路の絶縁抵抗が電気設備に関する技術基準を定める省令第５８条で規定された値以上である

こと並びに高圧電路が大地及び他の電路と絶縁されていること。 

   （ロ）接地抵抗値が電気設備の技術基準の解釈第１７条で規定された値以下であること。 

   （ハ）保護継電器の動作特性試験及び保護継電器と遮断器の連動動作試験の結果が正常であること。 

   （ニ）非常用予備発電装置が商用電源停電時に自動的に起動し、送電後停止すること並びに非常用予備発

電装置の発電電圧及び発電電圧周波数（回転数）が正常であること。 

   （ホ）蓄電池設備のセルの電圧、電解液の比重、温度等が正常であること。 

 

 ここで、年次点検については原則として１年に１回、停電により設備を停止状態にして行う点検

（以下「停電点検」という。）の実施を定めているが、内規４．（４）イただし書に規定する機器に

ついては、停電点検を３年に１回以上の頻度で実施することができる。 

 今般、内規４．（４）イただし書きにおける停電点検の延伸のための条件として「信頼性が高いこ

と」及び「４．（４）③ロの各号と同等と認められる点検」について、その要件を明確化することに

よって、より一層の運用の明確化を図ることとする。 

 なお、本件は満足すべき要件とこれを満たすと認められる技術的内容を具体的に示したものであ

り、下記具体例に限定されるものではなく、当該要件に照らして十分な保安水準の確保ができる技

術的根拠があれば、当該要件に適合するものと判断するものである。  



 

Ⅰ．「信頼性が高い機器」の要件 

 

（１）設備を構成する個々の機械器具において、設計上、製作上又は施工上支障があるものではな

いこと。 

（例）リコール制度による届出や保安上の注意喚起等の対象となっていないこと。 

 

（２）保安上の観点から、設備構成に一定の信頼性が認められるものであること。 

（例）電気事業法施行規則第５２条の２第１号ロの要件、第１号ハ及び第２号ロの機械器具並

びに第１号ニ及び第２号ハの算定方法等並びに第５３条第２項第５号の頻度に関する告示

（平成１５年経済産業省告示第２４９号。以下「告示」という。）第４条第７号イ～ホまで

の設備条件のすべてに適合するものであること。 

告示第４条第７号 

イ 構外にわたる高圧電線路がないもの 

ロ 柱上に設置した高圧変圧器がないもの 

ハ 高圧負荷開閉器（キュービクル内に設置するものを除く。）に可燃性絶縁油を使用

していないもの 

ニ 保安上の責任分界点又はこれに近い箇所に地絡保護継電器付高圧交流負荷開閉器

又は地絡遮断器が設置されているもの 

ホ 責任分界点から主遮断装置の間に電力需給用計器用変成器、地絡保護継電器用変成

器、受電電圧確認用変成器、主遮断器用開閉状態表示変成器及び主遮断器操作用変成

器以外の変成器がないもの 

 

（３）設備環境上支障のあるものではないこと。ただし、適切な対策が講じられているものは除く。 

  （例）・腐食性ガスや可燃性ガス等の滞留する場所に設置されているものではないこと。 

     ・高温多湿による保安機能の支障が生じる環境に設置されているものではないこと。 

     ・塩害による保安機能の支障が生じる環境に設置されているものではないこと。 

 

（４）使用実績又は維持管理状況を踏まえて、次回の停電年次点検まで（３年後まで）の間におけ

る設備の信頼性に支障が認められるものではないこと。 

  （例）・前回の停電年次点検において、内規で定める点検が実施されており、その結果（修理等

を行った場合にはその結果も含む。）が支障ないものであること。 

・前回の停電年次点検以降で実施した無停電での年次点検及び直近までの月次点検の結果

（修理等を行った場合にはその結果も含む。）が支障ないものであること。 

・製造者等が推奨する取替更新時期内であるもの又は保安に関する適正な余寿命評価（次

回の停電年次点検までの期間（３年後までの期間））を行ったものであること。 

 

（５）保安管理に係る体制に支障のあるものではないこと。 

  （例）年次点検（停電及び無停電）の実施方法が、保安規程又は保安規程の下部規程等に定め

られていること。 



 

Ⅱ．「４．（４）③ロの各号と同等と認められる点検」の要件 

 

以下（イ）から（ホ）の各号で確認すべき事項に関して、当該事項を満足している蓋然性が高い

と認められる方法によるものであること。 
 
（イ）低圧電路の絶縁抵抗が電気設備に関する技術基準を定める省令第５８条で規定された値

以上であること並びに高圧電路が大地及び他の電路と絶縁されていること。 
  ・絶縁監視装置による監視結果又は漏れ電流計による測定結果が良好であること。また、外観

点検の結果（必要に応じた超音波式部分放電探査やサーモグラフィ等による過熱部位の有無の

確認を含む。）が良好であること。 
 

（ロ）接地抵抗値が電気設備の技術基準の解釈第１７条で規定された値以下であること。 
  ・簡易的測定方法による測定値に余裕をもって推測する方法。 
  ・過去より直近までの測定値の評価及び接地設備に係る外観点検（必要に応じて端子間の導通

状況の確認）をもって推測する方法。 
 

（ハ）保護継電器の動作特性試験及び保護継電器と遮断器の連動動作試験の結果が正常である

こと。 

・前回の停電時に実施した保護継電器単体の動作特性試験結果が良好であること。 
・前回の停電時に実施した遮断器のトリップ回路の内部抵抗、絶縁抵抗等の測定結果及び過熱

部位の有無等の確認結果に係る測定値等の評価結果が良好であること。また、遮断器のグリス

アップ等が適切な頻度で行われていること。 
・前回の停電時に実施した保護継電器から遮断器までの設備（関連設備を含む）の外観点検（必

要に応じて端子間の導通状況の確認）の結果が良好であること。 
 

（ニ）非常用予備発電装置が商用電源停電時に自動的に起動し、送電後停止すること並びに非

常用予備発電装置の発電電圧及び発電電圧周波数（回転数）が正常であること。 
・模擬信号等による起動及び停止と発電電圧及び発電電圧周波数（回転数）が正常であること 
の確認。 

 
（ホ）蓄電池設備のセルの電圧、電解液の比重、温度等が正常であること。 
・蓄電池設備のセルの電圧、電解液の比重、温度等が正常であること。  


